
　
第26回定時株主総会招集ご通知における

インターネット開示事項
　
　

連結株主資本等変動計算書

連 結 注 記 表

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表

　
　
　

第26期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
　

　

株式会社ベネフィット・ワン

第26回定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連

結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」

及び「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款の定めに従

い、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（https://corp.benefit-one.co.jp/）に掲載することにより、株主

の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2020
2021

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,527 1,452 14,316 △1,322 15,974

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,987 △3,987

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

6,766 6,766

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,778 △0 2,778

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 1,527 1,452 17,095 △1,322 18,753

（単位：百万円）

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 573 18 592 1 16,567

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △3,987

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

6,766

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

520 0 520 △1 519

連結会計年度中の変動額合計 520 0 520 △1 3,298

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 1,093 18 1,112 － 19,865
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連結注記表

1. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 11社

連結子会社の名称 貝那商務諮詢（上海）有限公司
BENEFIT ONE USA, INC.
BENEFIT ONE INTERNATIONAL PTE. LTD.
BENEFIT ONE(THAILAND)COMPANY LIMITED
PT. BENEFIT ONE INDONESIA
REWARDZ PRIVATE LIMITED
REWARDZ BENEFITS SDN. BHD.
他４社

②非連結子会社の名称等

非連結子会社の名称 株式会社労務研究所

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

(2)持分法の適用に関する事項

①持分法を適用した関連会社の数及び会社等の名称

関連会社の数 １社

関連会社の名称 株式会社トラスト

当連結会計年度より、新たに株式を取得した株式会社トラストを持分法の適

用の範囲に含めております。
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②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

非連結子会社及び関連会社の名称 株式会社労務研究所

他１社

持分法を適用しない会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲

から除いております。

(3)連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、在外連結子会社９社の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。

2. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）

によっております。

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。

商 品 ……… 移動平均法

仕 掛 品 ……… 個別原価法

貯 蔵 品 ……… 最終仕入原価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

（リース資産を除く）

……… 主に定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１

日以降取得した建物附属設備及び構築物に

ついては、定額法を採用しております。
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②無形固定資産

（リース資産を除く）

……… ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年以内）

に基づく定額法を採用しております。

③リース資産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

②ポイント引当金 ……… 将来の「ベネポ」の使用による費用発生に

備えるため、当連結会計年度末において、

将来利用されると見込まれるポイントに対

し、見積額を計上しております。

③従業員株式給付引当金 ……… 「株式給付規程」に基づく従業員等への当

社株式の給付に備えるため、当連結会計年

度末における株式給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

④役員株式給付引当金 ……… 「役員株式給付規程」等に基づく取締役へ

の当社株式の給付に備えるため、当連結会

計年度末における株式給付債務の見込額に

基づき計上しております。

　

(4)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間（３年）を見積もり、定

額法により償却を行っております。

　

(5)その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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3. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３

月31日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に（会計上の見積りに関する

注記）を記載しております。

5. 会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損処理

①固定資産の主な科目名及び当連結会計年度の連結計算書類に計上した額

科目名 金額（百万円）

建物及び構築物 429

土地 602

ソフトウェア 2,376

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他

の情報

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループ
について、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・
フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減
額し、当該減少額を減損損失として計上しております。減損兆候の把握、減
損損失の認識及び測定にあたっては決算時点で入手可能な情報等に基づき合
理的に判断しておりますが、事業計画や市場環境の変化により、その判断の
前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年度以降に減損処理
が必要となる可能性があります。
なお、連結貸借対照表において計上しているソフトウェアの内、1,151百万

円がソフトウェア仮勘定であります。当社グループは当連結会計年度中にお
いて、複数年で想定していたシステム開発を短縮・早期化する意思決定を行
っており、ソフトウェア仮勘定は、主に開発中の福利厚生事業やヘルスケア
事業などにおいてサービス提供に用いるシステム並びに会員企業の人事・健
康データの管理及び活用を可能とする基盤「ベネワン・プラットフォーム」
（以下、「新システム」）であり、自社利用のソフトウェアとして資産計上して
いるものです。自社利用のソフトウェアは、将来の収益獲得及び費用削減効
果が確実であると認められない場合又は確実であるかどうか不明な場合には
費用処理が必要となりますが、当社グループは新システムによるサービス提
供付加価値の向上による将来の会員企業の拡大を見込むとともに、新システ
ムの費用削減効果を定量的に測定し、直近の開発状況をモニタリングした結
果、計上しているソフトウェア仮勘定については将来の収益獲得及び費用削
減効果が確実と認められるものと判断しております。
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6. 連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,766百万円

7. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計
年度期首
（株）

増加
（株）

減少
（株）

当連結会計
年度末
（株）

普通株式 159,970,000 ― ― 159,970,000

(2)剰余金の配当に関する事項

①当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年５月13日
取締役会

普通株式 3,987 25.0
2020年
３月31日

2020年
６月11日

(注) 「配当金の総額」には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）及び株式給付信託（Ｂ
ＢＴ）に基づいて信託銀行が基準日時点で保有していた当社株式366,917株
に対する配当金９百万円が含まれております。

②当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 4,785 30.0
2021年
３月31日

2021年
６月10日

(注) 「配当金の総額」には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）及び株式給付信託（Ｂ
ＢＴ）に基づいて信託銀行が基準日時点で保有していた当社株式366,917株
に対する配当金11百万円が含まれております。
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8. 金融商品に関する注記
(1)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金又は安全性の高い債券等に限定し、

また、資金調達については銀行借入による方針です。またデリバティブ取引に

ついては行っておりません。

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変

動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金はそのほとんどが１ヶ月以内の

支払期日であります。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及

び設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

③金融商品に係るリスク管理体制

1)信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について各事業部門が主要

な取引先の状況を確認し、取引相手ごとに期日及び残高を把握しており財務状

況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

2)市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、投資有価証券について、定期的に時価や発行体（取引先企

業）の財務状況を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案し保有状況を継続

的に見直しております。

3)資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

当社グループは、各部署及びグループ会社からの報告に基づき担当部署が適

時に資金繰計画を作成するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リス

クを管理しております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。
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(2)金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは含まれておりません（（注）2.参照）。

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

① 現金及び預金 13,064 13,064 ―

② 受取手形及び売掛金 6,837

貸倒引当金（※1） △10

6,826 6,826 ―

③ 預け金 4,500 4,500 ―

④ 未収入金 808

貸倒引当金（※2） △1

807 807 ―

⑤ 投資有価証券 2,356 2,356 ―

資産計 27,555 27,555 ―

① 支払手形及び買掛金 3,284 3,284 ―

② 短期借入金 174 174 ―

③ 未払金 2,684 2,684 ―

④ 未払法人税等 2,030 2,030 ―

⑤ 預り金 1,495 1,495 ―

⑥ リース債務 214 213 △0

負債計 9,884 9,883 △0

（※1）受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

（※2）未収入金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
　
(注) 1.金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
　

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③預け金、④未収入金
これらは短期的に決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
⑤投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対

照表計上額と取得原価との差額は以下のとおりであります。
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種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 292 1,854 1,562

債券 193 229 36

小計 485 2,084 1,599

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

債券 294 272 △ 22

小計 294 272 △ 22

合 計 780 2,356 1,576

負 債

①支払手形及び買掛金、②短期借入金、③未払金、④未払法人税等、⑤預り金
これらは短期的に決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。
⑥リース債務
元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値

により算定しております。また、連結貸借対照表上、流動負債に計上されているリ
ース債務と固定負債に計上されているリース債務を合算した金額となっておりま
す。

(注) 2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 368

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら
れることから「⑤投資有価証券」には含めておりません。なお、非上場株式につい
て７百万円の減損処理を行っております。
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(注) 3.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内
(百万円)

1年超
5年以内
(百万円)

5年超
10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 13,064 ― ― ―

受取手形及び売掛金 6,826 ― ― ―

預け金 4,500 ― ― ―

未収入金 807 ― ― ―

投資有価証券

その他有価証券のうち満期があ
るもの（社債）

97 221 ― 157

合 計 25,296 221 ― 157

(注) 4.有利子負債の連結決算日後の返済予定額

1年以内
(百万円)

1年超
2年以内
(百万円)

2年超
3年以内
(百万円)

3年超
4年以内
(百万円)

4年超
5年以内
(百万円)

5年超
(百万円)

短期借入金 174 ― ― ― ― ―

リース債務 105 53 36 15 3 0

合 計 280 53 36 15 3 0

9. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 124円84銭

１株当たり当期純利益 42円52銭

(注) 1．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

2．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（Ｊ-Ｅ
ＳＯＰ）」及び「株式給付信託（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１
株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数より控除する自己株式に
含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の
計算において控除する自己株式に含めております。
１株当たり純資産の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、「株
式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」は212,497株、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は
154,420株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株
式の期中平均株式数は、「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」は212,497株、
「株式給付信託（ＢＢＴ）」は154,420株であります。
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10. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

11. その他の注記
（追加情報）

(1)株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

当社は、2016年７月28日開催の取締役会決議に基づき、2016年９月２日よ

り、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めることを目的として、

当社従業員並びに当社子会社の役員及び従業員（以下、「従業員等」とい

う。）に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託

（Ｊ-ＥＳＯＰ）」（以下、「Ｊ-ＥＳＯＰ制度」という。）を導入しております。

①取引の概要

Ｊ-ＥＳＯＰ制度の導入に際し、「株式給付規程」を新たに制定しておりま

す。当社は、制定した「株式給付規程」に基づき、将来給付する株式を予め

取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された金銭

により当社株式を取得しました。

Ｊ-ＥＳＯＰ制度は、「株式給付規程」に基づき、従業員等にポイントを付

与し、そのポイントに応じて、従業員等に株式を給付する仕組みです。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交

付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26

日）を適用し、Ｊ-ＥＳＯＰ制度に関する会計処理としては、信託の資産及び

負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を適用してお

ります。

「株式給付規程」に基づく従業員等への当社株式の給付に備えるため、当

連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき従業員株式給付引当

金を計上しております。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年

度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、263百万円及び212,497

株であります。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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(2)株式給付信託（ＢＢＴ）

当社は、2016年６月29日開催の株主総会決議に基づき、2016年９月２日より、

取締役（業務執行取締役に限る。）に対する業績連動型株式報酬制度として「株

式給付信託（ＢＢＴ）」（以下、「ＢＢＴ制度」という。）を導入しております。

また、当社は、2019年６月25日開催の株主総会において、主として監査等委

員会設置会社への移行に伴い、従前の監査役会設置会社における取締役に対す

るＢＢＴ制度に係る報酬枠を廃止し、取締役（監査等委員である取締役を除く

ものとし、業務執行取締役に限る。以下同じ。）に対する業績連動型株式報酬に

係る報酬枠の設定を改めて決議しております。

①取引の概要

ＢＢＴ制度の導入に際し、「役員株式給付規程」を新たに制定しておりま

す。当社は、制定した「役員株式給付規程」に基づき、将来給付する株式を

予め取得するために、信託銀行に金銭を信託し、信託銀行はその信託された

金銭により当社株式を取得しました。

ＢＢＴ制度は、「役員株式給付規程」に基づき、取締役にポイントを付与

し、そのポイントに応じて、取締役に株式を給付する仕組みです。

企業会計基準委員会が公表した「従業員等に信託を通じて自社の株式を交

付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26

日）を参考に取締役に対しても同取扱いを読み替えて適用し、ＢＢＴ制度に

関する会計処理としては、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として

貸借対照表に計上する総額法を適用しております。

「役員株式給付規程」に基づく当社取締役への当社株式の給付に備えるた

め、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき役員株式給付

引当金を計上しております。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年

度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、180百万円及び154,420

株であります。

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,527 1,467 1,467

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － －

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 1,527 1,467 1,467

（単位：百万円）

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計
そ の 他 利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計別途積立金 繰越利益剰余金

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 7,200 7,750 14,950 △1,322 16,623

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,987 △3,987 △3,987

当 期 純 利 益 6,857 6,857 6,857

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － 2,869 2,869 △0 2,869

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 7,200 10,620 17,820 △1,322 19,492
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（単位：百万円）

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

2020 年 ４ 月 １ 日 残 高 573 573 17,196

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △3,987

当 期 純 利 益 6,857

自 己 株 式 の 取 得 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額（純額）
520 520 520

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 520 520 3,390

2021 年 ３ 月 31 日 残 高 1,093 1,093 20,586
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

子会社株式及び

関 連 会 社 株 式

……… 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によって

おります。

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法によっております。

②たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。

商 品 ……… 移動平均法

仕 掛 品 ……… 個別原価法

貯 蔵 品 ……… 最終仕入原価法
　

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く)

……… 定率法によっております。

但し、1998年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以

降取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

建 物 ……… ５年～39年

構 築 物 ……… 10年～50年

機 械 装 置 ……… 10年

船 舶 ……… ７年

工 具 器 具 備 品 ……… ２年～20年

② 無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く)

……… 定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

自社利用のソフトウェア ……… ３年～５年
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③ リ ー ス 資 産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

④ 長 期 前 払 費 用 ……… 定額法によっております。
　

(3)引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金 ……… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 債務保証損失引当金 ……… 保証に係る損失に備えるため、被保証先の財

政状態を個別に勘案し、損失負担見積額を計

上しております。

③ ポイント引当金 ……… 将来の「ベネポ」の使用による費用発生に備

えるため、当事業年度において将来利用され

ると見込まれるポイントに対し、見積額を計

上しております。

④ 従業員株式給付引当金 ……… 「株式給付規程」に基づく従業員等への当社

株式の給付に備えるため、当事業年度末にお

ける株式給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

⑤ 役員株式給付引当金 ……… 「役員株式給付規程」に基づく取締役への当

社株式の給付に備えるため、当事業年度末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上し

ております。
　

(4)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の発現する期間（３年）を見積もり、定

額法により償却を行っております。

(5)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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2. 会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

前事業年度において区分掲記しておりました「受取賃貸料」（当事業年度０百

万円）については、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度においては営

業外収益の「その他」に含めて表示しております。

なお、前事業年度の「受取賃貸料」は２百万円であります。

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３

月31日）を当事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注

記）を記載しております。

4．会計上の見積りに関する注記
固定資産の減損処理

①固定資産の主な科目名及び当事業年度の計算書類に計上した額

科目名 金額（百万円）

建物 409

土地 602

ソフトウェア 1,113

ソフトウェア仮勘定 1,149

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情

報

「連結注記表 5．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載して

いるため、注記を省略しております。
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5. 貸借対照表に関する注記
(1)有形固定資産の減価償却累計額 1,744百万円

(2)保証債務

前受金に対する顧客への履行保証

貝那商務諮詢（上海）有限公司 4百万円

上記以外に関係会社であるREWARDZ PRIVATE LIMITEDの特定の顧客企業との

契約において、当該契約に直接的に関連する過失等によりREWARDZ PRIVATE

LIMITEDが負うべき損害賠償等の金銭的な義務に対して、当該顧客企業からの

直近1年間の入金額を上限として、保証を行っております。

(3)関係会社に対する金銭債権債務の残高

短期金銭債権 5,042百万円

短期金銭債務 63百万円

6. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高の総額 230百万円

営業取引以外の取引による取引高の総額 15百万円

7. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
（株）

普通株式 835,107 53 ― 835,160

(注) 1.当事業年度期首の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）
に基づいて信託銀行が保有する当社株式212,497株及び株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）に基づいて信託銀行が保有する当社株式154,420株が含まれております。

2.当事業年度末の自己株式（普通株式）には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）
に基づいて信託銀行が保有する当社株式212,497株及び株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）に基づいて信託銀行が保有する当社株式154,420株が含まれております。

3.自己株式（普通株式）の株式数の増加53株は、単元未満株式の買取による増
加であります。
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8. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税 115百万円

未 払 事 業 所 税 4百万円

貸 倒 引 当 金 66百万円

債 務 保 証 損 失 引 当 金 52百万円

ポ イ ン ト 引 当 金 180百万円

従 業 員 株 式 給 付 引 当 金 64百万円

役 員 株 式 給 付 引 当 金 39百万円

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 費 用 62百万円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 95百万円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 472百万円

資 産 除 去 債 務 6百万円

そ の 他 36百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計 1,197百万円

評 価 性 引 当 額 △22百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 1,175百万円

繰 延 税 金 負 債

資産除去債務に対応する除去費用 △3百万円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △446百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △449百万円

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 725百万円
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9. 関連当事者との取引に関する注記
親会社及び法人主要株主等

種 類
会 社 等
の 名 称

所在地

資本金
又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

親会社
株式会社
パソナ
グループ

東京都
千代田区

5,000

グループ経営戦
略の策定と業務
遂行支援、経営
管理と経営資源
の最適配分の実
施、雇用創造に
係わる新規事業
開発等

(被所有)
直接

50.92％

　

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末金額
（百万円）

資金の預入
役員の兼任

資金の預入 ―

預け金 4,500資金の回収 9

利息の受取 9
　

(注) 1.取引金額は消費税等抜きの金額で、期末残高は消費税等込みの金額で表示し
ております。

2.取引条件及び取引条件の決定方針等
全ての取引条件については、当社と関係を有していない他社とほぼ同様の条
件若しくは市場価格を勘案して一般取引条件又は協議により決定しており、
関連当事者取引管理規程及び職務権限に係る規定に従い当社の利益を害する
ことのないよう取締役会で承認手続きを経て適切に対応しております。

3.資金の預け入れは、当社が株式会社パソナグループとの間で契約締結してい
るＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、利息
は市場金利を勘案して合理的に決定しております。

子会社及び関連会社等

該当事項はありません。
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10. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 129円37銭

１株当たり当期純利益 43円09銭

(注)株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯ
Ｐ）」及び「株式給付信託（ＢＢＴ）」に残存する自社の株式は、１株当たり純
資産の算定上、期末発行済株式総数より控除する自己株式に含めており、また、
１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。
１株当たり純資産の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、「株式給付
信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」は212,497株、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は154,420株で
あり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式
数は、「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」は212,497株、「株式給付信託（ＢＢＴ）」
は154,420株であります。

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12. その他の注記
（追加情報）

(1)株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

当社従業員並びに当社子会社の役員及び従業員に信託を通じて自社の株式を

交付する取引に関する注記については、「連結注記表（追加情報）」に同一の内

容を記載しているので、注記を省略しております。

(2)株式給付信託（ＢＢＴ）

取締役(業務執行取締役に限る。)に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する注記については、「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載して

いるので、注記を省略しております。
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